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令和６年４月定期人事異動について
１ 基本方針 
令和６年４月定期人事異動は、コロナ禍が地域社会に与えた影響を克服し「ずっと
自分らしく暮らせるまち」「豊かな心と雇用があるまち」「一人ひとりに寄り添うまち」
を実現するため、限られた人材の最適な配置により、組織体制の強化を図ります。  

○住み続けたくなるまちづくりに向けた取組の強化              
■子育て環境の充実に向けた取組の推進 
  ・こども・若者政策課…２名増  ・保育課、福祉医療課…各１名増 
・こども家庭課  …１３名増 
豊田市こども家庭センター設置に伴い保健部の母子保健業務を統合し、母子
保健機能と児童福祉機能の一体的な運用を行う。

■にぎわいある公共空間の創出に向けた豊田市駅再整備の推進 
  ・都市整備課    …１名増 
■「豊田市博物館」開館に伴う歴史、文化、芸術に親しむ機会創出の推進 
  ・博物館      …２名増  ・美術・博物部の新設 
○多様なつながりによる豊かな暮らしの創出に向けた取組の強化        
 ■誰一人取り残さない施策の推進 
・よりそい支援課（令和５年度名称 福祉総合相談課）  …２名増 
従来の所掌事務に孤独・孤立対策を含めた「誰一人取り残さない施策の総合
調整」に関する業務を追加し、市民の抱えた問題をワンストップで解決でき
る相談窓口体制の構築を目指す。

■山村条例の理念実現に向けた山村への移住定住施策の推進
・山村地域５支所（旭、足助、稲武、小原、下山）   …計７名増 
■部活動地域移行の推進      ・スポーツ振興課   …２名増 
○持続可能な地域経営に向けた取組の強化                  
■公有財産利活用業務の推進 ・資産経営課        …２名増 
 ■ＤＸの推進への対応等   ・情報戦略課、国保年金課 …各２名増 

※ 事務の所管換え等の調整により、実際の配置人員数とは一致しない。

２ 組織の見直し
（１）新設部課等 ・美術・博物部の設置（生涯活躍部美術・博物室から部に独立） 
（２）名称変更

・博物館準備課を博物館へ名称変更
・福祉総合相談課をよりそい支援課へ名称変更
・保健部総務課を健康政策課へ名称変更
・地域保健課を健康づくり応援課へ名称変更

（３）廃止部課等 ・市史編さん室を廃止（生涯活躍部） 
（４）その他 

・こども家庭課内に豊田市こども家庭センターを設置（こども・若者部） 
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３ 参考事項 
（１）定期人事異動の規模

異動規模は、１，３６４人（前年度１，３５０人）

・令和５年４月定期人事異動と比較して同程度の異動規模程度となる１，３６４人の異
動を行った。

（２）職員数の状況 単位：人

区分 
平成３１年

４月１日 

令和２年

４月１日 

令和 3年

４月１日 

令和４年

４月１日 

令和５年

４月１日 

令和６年

４月１日 

職員数
３，３９９
（3,340）
【１５６】

３，４３８
（3,382）
【１６１】

３，４３６
（3,389）
【１５５】

３，４３８
（3,394）
【１７１】

３，４３６
（3,392）
【１８５】

３，４５７
（3,407）
【１４２】

増減人数 
＋３９ 
（＋４２）
【＋５】 

△２ 
（+７） 
【△６】 

+２ 
（+５） 
【+１６】 

△２ 
（△２） 
【+１４】

＋２１ 
（＋１５） 
【△４３】 

※（ ）内は、育児休業代替の任期付職員を除外した職員数、【 】内は、再任用職員数 

（３）退職（令和５年度中）と採用（令和６年４月）の状況 単位：人

 人数 前年度比
内訳 

行政職 医療職 消防職 教育保育職 技能労務職

退職者総数 １４３ △５６ ７３ ０ １４ ４３ １３

定年退職者 ０ △７１ ０ ０ ０ ０ ０

途中退職者 ２１ ３ ９ ０ ４ ８ ０

その他退職者 １２２ １２ ６４ ０ １０ ３５ １３

採用者総数 １６３ △３４ ９７ ０ １７ ４４ ５

学卒者等 １１９  １３ ６４ ０ １７ ３３ ５

社会人 １２ ７ １２ ０ ０ ０ ０

任期付 １９ ２ ８ ０ ０ １１ ０

再任用 ０ △５１ ０ ０ ０ ０ ０

派遣等 １３ △５ １３ ０ ０ ０ ０

※「その他退職者」は、定年前年度末退職、任期付職員の退職、再任用満了など
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（４）昇任試験等による人材育成・登用 
◆昇任者数                     単位：人、（ ）内は女性で内数

区 分 部長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級 合 計 

行政職
１０ 
（ ２） 

２６ 
（ ３） 

２３ 
（ ４）

３３ 
（１０）

３８ 
（ ５）

１３０ 
（２４）

消防職 
 ０ 
（ 0） 

 ３ 
（ 0） 

  ７ 
（ ０）

１３ 
（ １）

１３ 
（ ０）

３６ 
（ １）

教育保育職 － －
 １ 

（ １） －
１５ 
（１４）

１６ 
（１５）

技能労務職 － － － －
 ６ 
（ ０）

 ６ 
（ ０）

合 計 
１０ 
（ ２）

２９ 
（ ３）

３１ 
（ ５）

４６ 
（１１）

７２ 
（１９）

１８８ 
（４０）

※行政職の係長級には、役職者ではない主任主査１０人を含む。 
◆女性昇任者２５人（教育保育職を除く） 
◆昇任試験の実施  課長級試験：行政職・消防職

係長級試験：消防職・教育保育職・技能労務職

（５）昇任及び異動 単位：人

区 分 
令和５年度中 令和６年４月１日

異動総数
退職 定年 採用 採用 昇任 異動

役職者 ３８ ０ １ ９ １６３ ３３１ ５４２

部長級 ３ ０ ０ ０ １０ ３ １６

次長級 ３ ０ １ ０ ２９ １０ ４３

課長級 ５ ０ ０ ３ ３１ ４３ ８２

課長補佐級 ２１ ０ ０ ６ ４６ １００ １７３

係長級 ６ ０ ０ ０ ４７ １７５ ２２８

一般職員 １０５ ０ ０ １５４ ２５ ５３８ ８２２

合 計 １４３ ０ １ １６３ １８８ ８６９ １，３６４

 退職は定年退職以外の退職者数
 採用には新規再任用職員を含む。 
 一般職員の数は、役職者ではない主任主査を含む。 
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（６）組織比較表 

区   分 
部等 課等 

５年度 ６年度 ５年度 ６年度

市長部局 １３ １４ ９６ ９６ 

消防本部 １ １ ２１ ２１ 

上下水道局 １ １ ９ ９ 

教育委員会 １ １ ５ ５ 

会計管理者   １ １ 

議会局 １ １ ２ ２ 

監査委員事務局 １ １   

選挙管理委員会事務局 （１） （１）

農業委員会事務局 （１） （１）

公平委員会事務局 （１） （１）

固定資産評価委員会事務局 （１） （１）

合   計 １８（４） １９（４） １３４ １３４ 

増   減 １ ０ 
（ ）は、部に準ずる組織 


